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 エコファーマー 平成 29 年 10 月 
 

エコファーマーネットワーク通信 

〈No.3３ 〉 

 
  

☆ 今年は、異常高温が続くかと思えば、異常な

日照不足、また局地的な異常降雨と、例年以上

に異常な気象状況が増加しています。世界に目

を転じても異常気象は頻発しており、狂気化が

進む異常気象などとも言われ、被害額はうなぎ

上りです。 
その根本原因とも言われる温暖化による地球

環境破壊を抑制する上で、環境保全型農業推

進の重要性を改めて心したいものです。 
☆ 9 月 15 日現在の農林水産省公表の水稲の作

況指数は100の平年作でした。しかし、7月後半

以降の東北、関東の歴史的な長雨、日照不足

による登熟低下の情報や１等米比率の低さを考

慮すると、今後作況の低下が予想されます。 
また、生産数量目標からみた過剰作付は３年

連続で解消し、主食用米の作付面積は前年比１．

１万 ha 減少しています。特に、飼料用米の作付

増加から、需要拡大中の業務用米の需給は窮

屈になっており業務用米価格は値上がりしてい

ます。生産者米価水準はまだ低いものの、今後

生食用米の価格上昇による消費減退も予想され

複雑な心境です。 
☆ 全国エコファーマーネットワークは、平成 29 年

度のエコファーマー全国交流会を 7 月 11 日午

後から 12 日昼にかけ、我が国初の農業遺産に

登録された宮城県大崎市で開催しました。 
交流会は講演会、情報交換・交流会、現地研

究会から構成され、3 つの行事のどれかに参加

した方は 145 名と、ここ数年では最も多くの方に

参加して頂きました。 
全国交流会も 8 回目を迎えましたが、初めて

水田農業を中心課題に据えました。これは、平

成 30 年度から、40 数年続いた国からの米の生

産調整面積の割当方式を廃止するという農政・

米政策の大転換に伴い、これらに関連した情報

提供を行いそれに備えるという面から、講演と併

せ「消費者と進める環境保全型水田農業」をテ

ーマとしたパネルディスカションを行いました。水

田農業に焦点を当てたこともあり、東北からの参

加者が目立ちました。 
☆ 「報告」欄では、この全国交流会の行事の１つ

として初日に行った講演会での講演及びパネル

ディスカションに絞り、その概要を紹介しました。

長い文面になりましたがご一読下さい。 
☆ 「会員だより」欄では、正会員であり、ネットワー

クの幹事でもあるキャベツ専作経営の富田信也

さんの取組事例を紹介しました。富田さんは我

が国有数のキャベツ産地である JA 愛知みなみ

常春部会を牽引している方です。常春部会は約

400 名のキャベツ作を行う全員エコファーマーの

組織ですが、そこでの環境保全型営農技術と併

せ、富田さんが現在熱心に取り組んでいる加工

用契約栽培についてご紹介頂きました。 
☆ 「お知らせ」欄では、7 月に開催したエコファー

マー全国交流会の際に行った幹事会での検討

内容から、会員の皆様にもお知らせしたいことに

ついて掲載しました。 
幹事会の検討を経て、全会員を対象として、

本通信送付の際、表裏からなる２種類のアンケ

ートを実施しますので（返信用封筒同封）、ご協

力願います。 
（全国エコファーマーネットワーク事務局） 
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 報 告     

宮城県下でエコファーマー全国交流会を開催 

―米政策大転換下での環境保全型水田農業の進め方― 

                             

全国エコファーマーネットワーク事務局 

  
平成 29 年度エコファーマー全国交流会は、7 月 11～12 日に宮城県大崎市で開催しました。平成 30

年度から国による米の生産調整割当方式が廃止されることに対処し、「水田農業」に焦点を当てました。 
本稿では講演会、情報交換・交流会、現地研究会の３行事のうち、講演会の要旨を紹介します。講演

会は主に講演の部とパネルディスカションの部に分けて行いました。 
講演は東北大学大学院農学研究科の冬木勝仁教授からの基調講演「農政改革、農協改革でどうなる、

どうする水田農業」と、宮城県(有)たじりエコベジタブルの佐々木陽悦代表取締役及び岩手県ＪＡいわて

花巻水稲生産部会小原君雄東和支部長から、環境保全型農業の実践報告を頂きました。 
その後、東北大学冬木教授を座長として「消費者とともに進める環境保全型水田農業」をテーマにした

パネルディスカションを行いました。パネラーは前記講演者のほか、農林水産省農業環境対策課及川仁

課長及びコープ東北店舗商品本部農産部門高橋商務に参加頂き、冒頭部でお二人から環境保全型農

業に関連した話題提供を頂きました。 
本稿では、前半部で 5 名の方の講演又は話題提供の内容の要旨を、後半部でパネルディスカション

の概要を紹介します。誌面の制約もありパネルディスカションの冒頭にまとめて受けつけた講演者及び

話題提供者への質問はカットしたほか、質問内容及び議論の内容を簡略にしました。 
文責は全国エコファーマーネットワーク事務局にあります。 

 

 講演及び話題提供の概要  

 

１．農政改革・農協改革と水田農業 

 東北大学大学院農学研究科教授  冬木 勝仁 氏 

 

（１）平成 30 年産以降の米の需給調整 

米政策の転換により、平成30年度の稲作からは

「国が策定する需給見通しを踏まえ生産者や集荷

業者・団体が中心になって、需要に応じて、どのよ

うな米をいくら生産・販売するかなどを自ら決める」

ことになります。 
今までは、国が生産目標を設定し県毎に配分し、

市町村に配分面積を下ろしていましたが、平成 30 
年産以降は、今までも行っていた国からの情報提

供を一層充実した上で、県段階でも県産米の販

売・需要動向等を把握し、市町村段階の地域協議

会に周知・調整していくことになります。 
国からの「面積配分」は示されないものの、それ

を補う「情報提供」が行われるので、以下のような点

からみて、結果的に外形的には今までのやり方と

あまり変わらない姿になるでしょう。 
ｏ全国の見通しは示し、28年度から県別生産数量

目標のシェアを固定して配分しているので、県別
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の配分面積は計算できるし、同様にして市町村、

農家にも情報提供ができる。 

ｏ28年産は県段階の生産者レベルの作付動向を5

月に公表し、29年産からは地域再生協議会毎の

作付意向情報を5月に公表している。 

ｏ27～29 年産の姿は「予行演習」という位置づけに

なっており、国の情報提供及び飼料用米や麦・大

豆等の対する支援もあり、ここ３年間は超過作付

けが解消している。 

ｏただし、県、地域、農家の稲作の比重や作付規

模により対応が異なっているので、不安定要因は

残る。 

ｏ飼料用米の需要は大きく、交付金が前提である

が現実的には110万tが努力目標となる。 

ただし、県、地域、農家の稲作規模により対応が

異なるので、不安定要因はあり、系統の米集荷・流

通における実力、組合員をまとめる力が問われま

す。また、ＪＡ全中が都道府県に対し調査した結果

（平成17年4月の農業新聞）では、30年産米以降の

「生産量の目安」（割当に相当するもの）は、都道

府県再生協が設定する所が40県、都道府県再生

協から市町村に情報提供をするところが36県と多

いものの、地域再生協から生産者毎に数値を出す

所は1６県、地域再生協の判断による所が18県とな

っており、地域レベルでは温度差が大きく懸念材

料はある。従って、それをとりまとめるJAの役割、行

政の役割が非常に重要になります。 

 

（２）農協改革と米流通再編 

農業競争強化力競争プログラム（2017年11月）

を基に、農業競争力強化支援法（関連法を含め８

法）が成立しました。一番重要なプログラムは生産

者の所得を高めるための生産資材価格引き下げと

流通加工構造の改革で、全農改革がカギを握って

います（図1）。 

 

 

図1 米の流通経路別流通量の状況 

       出所：農林水産省「米をめぐる関係資料」（2016年11月） 
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全農・全中の自主改革は必要ですが、外部から

指摘されたことへの全農で出した方針（2017年3月

28日臨時総代会決定）を基に、単協段階でも受動

的に改革するという形になるので、改革の必要性

が組合の全構成員にまで届かないという懸念はあ

ります。 

政府は米流通の今後の方向として、生産者・JA 

等が自ら販路を開拓し、実需まで取り込んだ流通

の再編を目指し、多段階の流通を合理化してコスト 

を削減し、非効率な中間流通を極力なくし、産地と

実需者が直接取引する形態を推奨しています（図

２）。 

 

図２ 米の流通形態 

出所：農林水産業・地域の活力創造本部「農業競争力強化プログラム」（2016年11月29日決定）  参考資料「米卸売業」 

 

このため全農は米の直接販売及び買取販売の

拡大を通じ流通の主導権を握るため、次の目標年

次の数量を決定しました。 

 

 

 

 

ｏ実需者への直接販売の拡大 

2016年度見込80万トン→2017年度100万トン

47％)→2018年度125万トン(62％)→2024年度

で主食米取扱の90％ 

ｏ買取販売の拡大 

2016年度見込22万トン→2017年度30万トン

(14％)→2018年度50万トン(25％)→2024年度で

主食米取扱の70％ 
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全農としては当面2018年の目標達成を考え行 

動すると思われます。全農改革では販売業者への

出資も指摘され、回転寿司トップの「スシロー」への

出資も決定しています。 

この米流通の再編に当たっては心配な点もあり

ます。全農の米集荷率は以前よりも低くなったとは

いえ圧倒的なシェアを持つため、集荷機能を持っ

た上で実需者への直接販売を行う卸機能をもつ行

動をとると、現在でも卸売段階は過当競争になっ

ているので混乱が起きる危惧もあります。生産者と

して知っておかなければならないのは販売環境が

大幅に変ってくるということです。 

米流通再編の将来の姿は図３のような形が考え

られます。生産者・JA等が自ら販路を開拓し、原則

として買取集荷をすることになるので、生産者の直

接販売も大きく増えるが、JA以降の段階の方が大

きく変わってきます。今後全農が卸売業務を行っ

ていく体制になると、全農と卸売業者は同等の立

場、場合によっては単協も卸売業者と並んで対実

需者との関係では同等の立場になっていくことに

なります。単協段階での精米販売も推奨され、今

後多様な形での流通再編が進むので、生産者の

方も体制を整えていく必要があります。 

 

（３）水田農業をどうするか 

米の需給安定のためには、全農家による調整が

必要であり、農業団体、行政の役割が重要になり

ます。また、交付金の将来動向も考えた場合、飼

料用米だけに依存しない方向も検討する必要があ

り、主食用米、加工用米、飼料用米など需要に応

じた米生産に加え、麦、大豆への転作や園芸作物

へのバランスのとれた抜本的な転換が必要です。

地域農業の姿を踏まえた上で、米生産量の目標設

定を行う必要があります。 

さらに、変化する販売環境に対応する必要があ

ります。米卸売業界再編、全農の組織再編や米事

業改革、JAによる買取集荷の拡大や実需者に対

する直売の推進など販売環境が変化するが、独自

に販売する力量のある農業者・JAは主体的に生産

量を判断することになります。そうした主体的判断

も見極めた上で、農業者も地域も米生産量を判断

することが求められます。  

 

図3 米流通再編のイメージ（原則的に全て買取） 

           （東北大学大学院農学研究科 冬木勝仁作成） 
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２．地域ぐるみで進める環境保全型農業 

 (有)たじりエコベジタブル代表取締役  佐々木 陽悦 氏 

 

 （１）環境保全型農業の展開状況 

1970 年代以降消費者と提携していくには環境

保全型農業が最低条件ということで、エコファーマ

ーになり技術革新に努めてきました。基本的には

40 年間にわたり自然・環境を守り、食の安全、生産

者自ら命を守るため農薬や化学肥料を減らす取組

をしてきました。 

198１年に地域ぐるみでみやぎ生協と米の産直

を始め、以後東都生協、パルシステムの生協にも

拡大しました。 

1970 年代から水稲の航空撒布、危険農薬の排

除運動を地域ぐるみで行い、当初は生産者の健康

や地域の環境を守ることが目標でした。また、環境

ホルモン問題をきっかけに 1998 年には資材 50％

削減型の栽培から有機農業への取組も始めました。

1999 年には水稲の温湯消毒を始め、2000 年には

通木集落で田んぼの生きもの調査を、2007 年には

生協、全農、パールライス、大崎市、農協、生産者

が連携して田尻田んぼ生きものプロジェクトを開始

し、ＪＡみどりの田尻産直委員会から「生きものマー

ク」付きの米販売も始めました（図 4）。 

ＪＡみどりのの“環境を守る稲作”は各生協組合

員に支えられているので、生産現場のことを伝える

ため生きもの観察や環境学習、農業体験の受入な

ど各種交流をしており、農薬削減の段階から新た

な取組段階に入っています。また、地球温暖化の

影響で豪雨災害が頻発しているので、農地土壌の

炭素貯留や微生物多様性調査を行い、堆肥のリサ

イクルセンターを作って炭素貯留により地球温暖

化防止に努めています。農業者を組織化して環境

保全型農業直接支払も受けています。 

さらに、地域循環型農業を進めようと多くの環境

保全型農業に役立つ技術を開発してきました。最

近はミツバチを飼い、ハチが住める地域環境を作

るため菜の花を植え、その採食油で作ったてんぷ

ら油からバイオジーゼル油（BＤＦ）を作り、トラクタ

ーの運転やハウスの暖房に使うなど地域資源を活

かす形で循環型農業を推進しています。 

 

（２）環境保全への取組による成果と今後の 

経営展開 

田尻地域は 7 割以上の農家がエコファーマーで、

特別栽培農産物を生産しています。地域ぐるみの

環境保全への取組の成果の１つは、地域全体とし

て地域複合型の農業を進めることができたことです。

もう１つは、消費者に対する販売戦略という視点だ

けでなく、自らの健康や地域を守るという面で成果

を上げました。 

今後、米政策の大変革に対処して、有機農業も

含めた環境保全型農業を推進しながら、消費者と

の連携を一層強めていきたいと思います。 

そのためには、お米を柱としながらも、畜産や野

菜も取り入れて農業経営を進める必要があり、こう

いう方向で地域農業の発展を考えていきたいと思

います。 

我が法人の経営の柱は今や園芸になっていて、

トマトや葉物野菜などで１年間回転させながら経営

を展開し、地域で活用できる技術の開発にもチャ

レンジしています。 

 図 4  米袋用「田んぼの生きもの宣言マーク」 
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３．消費者と直結した米作り 

JA いわて花巻水稲生産部会東和支部長 小原 君雄 氏 

 

（１）生協出荷に向けた特別栽培への取組 

JA花巻は平成10年と平成20年にJAが合併し、 

沿岸部から秋田県境までの広域農協になりました。

組合員は 4 万人、農産物販売額は 225 億円（うち

米が 1/2）、購買品供給額は 825 億円の大型農協

です。 

東和地区では昭和 36 年から 45 年にかけ山を削

って開田が進み、水田は 1,000ha 弱から 2,500ha

に拡大しました。但し中山間地のため地形上 10a

区画の棚田が多くその１/３は畦畔という悪条件の

地域です。 

東和地区の水稲生産部会は農業を通じ、緑、土、

水を守るため環境保全型農業に取り組 

み、安心安全な食糧生産を行い、都市と農村消費

者と生産者の交流により絆を深めています。 

よく安心・安全な米と言いますが、安全はデータ

であり、安心はだれが作っているか、どこで作って

いるか、どう作っているかをお互いに分かっている

かということで、顔の見える関係になっていることが

大事だと思います。 

東和地域米とは次のようなお米です。 

・豊かな自然環境と良質な水で育てたお米  

・丈夫な稲は健苗と疎植栽培・深水管理で  

・土づくりは堆厩肥や有機資材の投入で  

・有機質肥料と低農薬で安全・安心な良質米 

 

１９９３年の大冷害を契機に、安定的かつ美味し

い米生産を目指し有機自然乾燥米を特別栽培で

行う取組を始め、その後消費者やパルシステム公

開確認会を経てより安心・安全な米作りに努めてき

ました。 1994 年には川崎市ゆい生協と交流を始

め、1999 年には首都圏コープ事業連合との取引

に変更し、交流事業も本格化しました。 

当初 600 人の部会員で約 600ha の特別栽培米

を生産してきましたが、平成 24 年以降生産者の高

齢化・後継者不足で生産者が減少しています。平

成 28 年の作付面積は 521ha ですが、99％はひと

めぼれで生産者は 402 名です。ひとめぼれの 6 割

（1300ｔon）はパルシステムと取引しています。 

地域はやませの常習地帯で 5 年に 1 回は不作

でしたが、ひとめぼれのおかげで、また畜産と結び

つけた土づくりによって稲作は安定しました。特別

栽培は節減対象農薬 5 割減、化学肥料は窒素成

分 7割減で行っており、稲刈り後の稲わらを畜産農

家へ供給し、稲わらを食べた牛糞堆肥を利用した

土づくりを行っています。 

また、食味の向上を図るため、ケイ酸資材を活

用し、玄米タンパク質 7.0％以下を目標に良食味

米生産に努めています。さらに、土壌診断を行い

適正な肥料設計や食味に繋がるタンパク質の適正

化、アミロースの向上に努め良質な米の生産を図

っています。そのほか、使用農薬成分数の削減､

特に初期除草剤等の削減に取り組んでいます 

 

（２）産地の現状と対応策 

産地が抱えている問題点は以下の通りです。 

・山間地のため小区画水田が多く、圃場が点

在していて作業効率が低い。 

・労働力の平均年齢は 68 歳と高齢化が進ん

で一方、圃場条件の悪さから担い手への集

積が殆ど進まず労働力不足である。 

・山際に近い圃場は排水条件が悪く排水対策

が困難である。 

 

 そこで、今後の産地の方向性として以下の対策

を行うことにしています。 

① 生産面では、生産量の維持・拡大に向け水田

基盤の整備を行い安定的に生産ができる体制

作りを行い、また地域の特色を活かし資源循

環型農業を基本とした特別栽培米の確立を図

る。 

② 担い手組織については、高齢化や後継者不
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足のため、担い手への農地集積や、各集落で

農地が自己完結で管理できるように営農組織

の確立を図る。 

③ 交流に関しては、消費者との交流を通じ、安

全･安心な米作りへの理解を高めていく。 

これらの対策を進めていくには、生産者だけで

なく主婦も行政、農協も含め力を結集し、地域の条

件を活かした集落営農組織を確立し、消費者との

信頼関係を作らないと明るい未来はないと考えて

います。 

 

４．環境保全型農業の推進について 

農林水産省農業環境対策課長  及川  仁 氏 

 

（１）保全型農業直接支払交付金制度の概要 

環境保全型農業を推進するため、平成 27 年に

施行された「農業の有する多面的機能の発揮の促

進に関する法律」に基づく日本型直接支払の一環

として、環境保全型農業直接支払交付金による支

援を行っています。 

環境保全型農業直接支払交付金は、 “自然環

境の保全に資する農業生産活動を推進する取組”

に対して行われ、その支援を受けるには、化学肥

料・化学合成農薬を原則 5 割以上低減する取組と

あわせて、①地球温暖化防止に効果（土壌への炭

素貯留効果）の高い営農活動（有機農業、カバー

クロップ、堆肥の活用など）または、②生物多様性

に効果の高い営農活動（有機農業、冬期湛水管

理、総合的病害虫・雑草管理など）を行う必要があ

ります。 

 支援取組の内容は、全国共通取組と地域特認取

組とからなっており、交付単価は営農活動に係る

「掛かり増し経費」という視点から設定されており、

国と地方（都道府県、市町村）が１／２ずつ負担す

る方式になっています。 

支援面積は予算措置で行っていた平成 23 年度 

以降年々着実に伸び、平成 28 年度には 84，

566ha、交付額で 22.9 億円となりました。  

平成 27 年度からは事業の法制度化に伴い国及

び都道府県は有識者による第三者委員会を設置 

し、取組状況の点検や事業効果の評価を行い、施

策に反映することとしています。平成 28 年度の試

行調査に続き、29 年度には全国的に効果の検証

を本格的に行い、30年6月をメドに中間評価を行う

ことにしています。 

 

（２）持続可能性実現に向けた国際水準 

GAP の活用 

 1992 年にブラジルで開催された地球サミット以降、

世界的に持続可能性の実現を目指す取組が行わ

れており、2015 年には国連本部で持続可能な開

発目標（SDGｓ）が採択されました。 

これは全ての国連加盟国で共通して取り組むべ

き持続可能な開発のための 17 の目標が設定され

ており、この開発目標にある食品安全、環境保全、

労働安全、人権保護などの実現・普及が求められ

ております。 

平成 29 年 3 月には、2020 年オリパラ東京大会

における持続可能性に配慮した農産物の調達基

準を組織委員会が公表しました（図５）。 

この調達基準として、①食材の安全を確保し、

②周辺環境や生態系との調和のとれた農業活動

を確保し、③作業者の労働安全を確保する３要件

を満たすことを示す方法として、国際水準 GAP 認

証等が設定されました。 

また、これら要件を満たした上で推奨される事項

として、有機農業により生産された農産物等が示さ

れました。 
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図５ 2020 年オリパラ東京大会における持続可能性に配慮した農産物の調達基準（概要） 

 

５．みやぎ生協における産直の取組 

コープ東北店舗商品本部生鮮部農産部門商務  高橋  透 氏 

 

（１）みやぎ生協と産直の取組概況 

みやぎ生協は平成28年度の実績で組合員72万

人、組合員織率は73.8％で全国の生協でトップで

す。供給高は 1033億円、店舗販売717億円、共同

購入 2772億円です。このうち産直事業供給高は

平成28年度に61億円、うち果物3億円、野菜 9億

円、米9億円で、特にめぐみの米は毎年伸びてい

ます。 

みやぎ生協が顔と暮らしの見える産直（めぐみ野）

を行う基本的立場は以下の通りです。 

・健全な日本型食生活の確立と食料の安全性を

高めます。  

・食料自給率の向上を目指し、宮城県と日本の

農・水・畜産業を守り、発展させる国民合意の

運動を進めます。 

・産消提携活動に積極的に取り組むことを通じ

て、宮城県と日本の経済と文化の発展、自然

環境の保全に寄与します。 

 また、産直に当たっては以下の基準によって行っ

ています。 

・産地と生産者が明確であること⇒誰がどこで作

ったかがわかること  

・生産方法と手段が明確であること⇒どのように

作ったかがわかること  

・メンバーと生産者の交流がされていること⇒共

通の願いの実現 

 

（２）めぐみ野米の概要  

めぐみ野米の産地は角田、丸森、田尻、涌谷の４

産地で、生産者数は845人、栽培面積は１,３７１haで

す。これら産地でみやぎ産直米生産者協議会を組

織化し、①産地ごとの生産計画の作成・調整、使用
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資材・農薬の統一、②全県統一の栽培方法による品

質の均一化、③先進産地研修や圃場巡回による生

産技術の向上と交流を行っています。 

「めぐみ野」米は特別栽培米（農薬・化学肥料節 

減栽培と一部、農薬・化学肥料不使用栽培）の宮

城県の表示認証を受け、全員が宮城県のエコファ

ーマーを取得し、環境保全型の米づくりを行って 

います。 

 

（３）めぐみ野米推進の取組  

① カーボンフットプリント：米作りから最終の消費

段階までの環境負荷量を計る手法として、栽培

から精米、配送、購入、最終包材の処理から炊

飯に係る負荷をＣＯ２排出量に換算をして数字

化し、２０１１年から表示を始めました。 

② 生産者による店頭普及活動の実施：毎月第一

土曜日をお米の日として、各産地の生産者が店

頭でのめぐみ野米の普及を行っています。 

④ 田植え・田んぼの生き物調査・稲刈り交流：各

産地では毎年生協メンバー（組合員）と生産者

による交流を行い、消費者の農業への理解と

めぐみ野米への安心を生み出しています。 

⑤ バケツ稲コンテストの実施：自分で稲を育て生

産者の苦労を知り、農業の大切さを学ぶ取組

で、秋には育てた稲を持ち寄りコンテストも行っ

ています。 

 

 

 パネルディスカションの概要  

テ  ー  マ      消費者とともに進める環境保全型水田農業 

コーディネーター   冬木 勝仁   東北大学大学院農学研究科・農学部教授 

パ ネ ラ ー      及川  仁   農林水産省生産局農業環境対策課長 

佐々木陽悦  （有）たじりエコベジタル代表取締役 

小原 君雄   JA いわて花卷花卷地域水稲生産部会東和支部長 

高橋   透   コープ東北店舗商品本部生鮮農産部門商務 
 

冬木（座長） パネルディスカションのテーマとし

て、①政策の大転換の中で環境保全型水田農業

は如何にあるべきか、②米消費の変化に対してど

のような対応を図っていくか、を掲げております。 

最初に、水田農業政策の大転換ということで、環

境保全型農業に取り組んできた生産者から米政策

の大転換をご自身の経営等に照らして、テーマに

即して一言づつ話して下さい。 

佐々木 環境保全型農業を単に販売戦略として

取り組んでこなかった農家からみれば、原則的に

は変わらないと考えています。政策が変わったから

環境保全の取組をやめるとか、取組を増やすとか

いうことは多分ないと思う。むしろ、どう国民なり消

費者の理解を得られるようなコミュニテイの手法を

考えるとか、そういう方向に進むと思います。 

エコファーマーが減ってきた要因は、農地水環

境保全対策の営農支援がなくなったことが１つと、

何度も更新してきてもうとるべき環境保全技術がな

くなってきたということではないか。福島県が以前２

万人のエコファーマーがいましたが、あそこが壊滅

的になったことも更新ができなかったことがあると思

う。ただ、農地水環境保全向上対策の営農支援を

頂いている人達に、技術面面で支援してエコファ

ーマーにしたり、環境保全型農業に取り組む農業

者に誘導しようというのがエコファーマーネットワー

クを設立の目的だった。しかし、ネットワーク設立直

後に東日本大震災があり、ネットワークも右往左往

しながら運営せざるを得なかった。あの時点で 20
万件を越えた生産者をきちんと育てていけば、エコ

ファーマーの数を安定して確保できたと思います。 
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小原 私達が環境保全型農業、特別栽培を始

めたのは減農薬、減化学合成肥料ということで付

加価値として高く買ってくれたからです。やはり生

産基盤の問題があります。５年に 1 回は冷害があり、

しかも開田のために地力がないため、米の反収は

極端に低かった。 
あれから 50 数年経ってようやく 500 数十㎏前後

獲れるようになった。黙っていても 600 ㎏以上の反

収が採れる穀倉地帯とは違い、頑張っても 500 数

十㎏しかとれない地域は、お金にならないと仕事

が続かないので、環境保全型農業政策が後退した

り、消費者から認められないというのであれば、私

達の環境保全型の米作りは維持できないと思いま

す。 
座長 今回の政策転換は農政の担当者や農協

の担当者からはすごく関心が持たれていますが、

消費者は政策の変更のことを知らないと思います

が、生協は今の農政の転換についてどうみている

のか、まためぐみ野米の事業との関わりについてど

う考えていますか。 
高橋  私の立場は生産者側というよりは消費者

側のサイド、橋渡しをするという立場ですので、農

政の大転換は大きな話題にはなっていません。た

だ、めぐみ野米は大体 3,000 トン扱っており、私ど

もの米に占める産直の割合は 83％を占めます。今

まではこれだけ扱いたいという量を生協と各農協産

地と協議しながら生産量や面積を決めてきました。

その流れは大きく変わらず今までどおり続けていく

のが基本だと思います。農政の変換や農業情勢に

ついて組合員に特に知らせてはいませんが、米や

野菜の産直ではいろいろ絡んできますので、学習

会などの場面を使って農政と産直との関係を伝え

ていく必要はあると思います。 
座長 今のパネラーの発言を聞いて頂いた上で、

農林水産省の中で担当部署は違いますが、今回

の生産調整の見直しが環境保全型農業にどういう

影響があるのか、難しい質問ですがどうですか。 
及川 ２つの視点から言います。私はこの３月ま

で香川県の農林水産部次長でしたが、多分多面

的支払とか中山間支払とか環境支払とか、おそらく

地域協議会も含めてどんどん複層化してくるだろう

と思います。リーダーも地域に段々いなくなる中で、

それらのお金をどう活用して地域農業のプログラム

を作っていくかが今後重要になってくると思います。

そこでは例えば園芸に走る地域があってもいいし、

逆に JA が量販店に売るやり方ではなく、米につい

てはあえてこだわりを作ってやっていくという地域

があってもいいと思います。いずれにしても最終的

には業ですから、経営の持続性の担保をしていく

必要があります。これは香川県の時代の思い出と

しての話です。先日見て来た千葉県夷隅市の例で

は、えさ米の事業と直接支払事業を組み合わせて

地域循環型農業を水田営農としてうまくやっている

なと思いました。 
２つ目は、EU やアメリカの直接支払では、何か

を作らないということも直接支払の支援だし、有機

農業など国民への公益的機能に着目した支援も

含めて直接支払制度が成り立っています。将来的

にはそういうことも考えていく必要があるのかなあと

思っています。 
座長 私は米流通の研究が専門ですが、実際

には行政の仕事にも結構係わっています。地域づ

くりのためのメニューは沢山あるし、先ほど話があ

った環境保全型農業直接支払のメニュー沢山山あ

る。及川課長の話にも出ていましたが、地域単位

で何かやるには地域の話し合いでいろいろなこと

を決めなければならない。 
その際行政上の事業がいろいろあり、それをうま

く使いこなせるかどうかが地域がこれから残ってい

く 1 つの条件でもあります。考え方として経営という

言葉を使うのは良くないかも知れないが、地域全

体の経営をどうするかというような観点で、今回の

米政策のことも考え、環境保全も考え、地域全体で

最大の利益を得るという観点も必要かなと今の話を

聞いて思いました。 
その中で、先ほど高橋さんからありましたが、め

ぐみ野米や産直野菜も地域との話し合いで生産計

画を立てるわけですが、米政策との関係で言うと、
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地域ごとの生産目標数量を需要に応じて決める際

に、めぐみ野米をどれだけつくるか、飼料米をどれ

だけ作るか、それ以外のものをどれだけ作るかとい

売り先も価格も決まった安定的な取引のアイテムが

あると、地域の計画が立てやすいと思いました。 
今聞いた話も含めフロアから質問はありますか。 
会場からの質問 みどり野農協に属する米生産

農家です。私達と同じ生協向けの産直米を作って

いる小原さんに伺います。環境保全型の米づくり

は労力がかかり、特に傾斜地水田の畦畔の草刈り

が大変だと伺いましたが、生産者を引き留める方

法と、生産者が減って来る中で対応する将来ビジョ

ンがあればご教示下さい。 
会場からの質問 環境保全型農業をやり、首都

圏の生協との取引もしている秋田県の生産者組織

の者です。この取引を今後半減させる予定です。

それは、私達の農業を手伝ってもらえる人があまり

にも少ないからです。また、環境に優しい農業とは

なんぞやと考えていますが、生協のいう環境に優し

い農業と農家のいう環境に優しい農業とはかなり

違うかと思います。人のために環境に優しい農業

をやっているのではなく、自分達のためにやってい

ると考えているので、生協の要望に沿っていくのは

大変です。こういう考えに皆さんはどう思いますか。 
座長 環境の捉え方が生産者と消費者で若干

違うことは、私も時々そう感じたことがありました。首

都圏の生協と地域の生協との考えの違いもあるの

で答えにくいかもしれませんが各パネラーから意見

をお聞きしたい。 
高橋：首都圏にあるその生協の考え方を知らない

ので答えにくいのですが、１つは県内で活動して

いる生協と生産者、遠隔地の産地と消費地の取引

とでは中身が多少変わってくると思います。 
みやぎ生協では、基本的に地産地消、県内の

農業を大事にしたいと考えています。できるだけ環

境に優しい作り方をお願いしながらメンバーと生産

者が交流するいう考え方でやっています。そういう

生産者と消費者が交流することでいい方にいくと

思います。どちら側かが大変だという一方的な関係

になるとうまくいかなくなるので、生協、消費者、産

地それぞれが自由にものが言える関係を作ってい

きたいと思います。誰かがいい思いをして誰かが苦

しい思いをする関係ではうまくいかないので、そう

いう点は注意しています。   
小原 生協との関係では、どうしても買ってもらう

人と買ってほしい人との立場の違いはあります。し

かし、声が大きいから通るということになってはいけ

ないと思うし、産地側ものめるものとのめないものが

あるわけで、消費者の方は安心・安全な食べ物を

食べられるかも知れないが、それに伴い生産者は

血の出るような努力をするようなことは世の中にあ

ってはならないと思います。だから産地側も発言で

きる力は必要だと思います。そうは言っても、お客

様は神様ですというのはあるのかなとは思います。 
次に今後産地をどうしていくかですが、環境保

全型農業にかぎらず、今は農業をどうするかの前

に、地域をどう維持していくかが大きな課題です。

私達の所では 3 つの直接支払交付金を受けてい

ます。中山間直接支払交付金が 2 万 1 千円/10a、

多面的機能直接支払交付金が 8,000 円/10a、環

境保全型直接支払交付金です。そうやって地域を

なんとか維持している。 
だから将来ビジョンという話もありましたが、現状

では現在は米価を補うものとして地域をまとめて直

接支払などを得てなんとかやっています。そのため

には米を作る担い手だけでなく、地域をまとめて引

っ張っていける 10 人に１人くらいのリーダーの養

成も必要です。そうでなければ地域が維持できな

いからです。 
座長 佐々木さんはタイプの違う生協と複数取

引していますが。 
佐々木 生協も産直運動も始まった頃からは大

きく変わってきたということだと思います。1970 年

代から 1980 年代の産直運動や環境保全型農業

（当時は有機農業という言い方をしていましたが）

では、みんなと同じ基準を作るなどという視点はな

かった。生産が消費を規定する。まず生産者が主

導権を持って作った物が、それが商品流通に回る
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ということが当時の有機農業運動の一つの考え方

でした。有る物をどう消費していくのかから、今は消

費に合わせた生産計画を立てるというように大きく

変わってきました。そういう面では今は生産者が無

理をしていたり、思った品種とか物が作れなくなっ

ているという無理な面があるのも事実であり、それも

やむを得ないと思っています。それには単協の取

組と同時に産直運動に関する意識にも変化がある

のではないかと思います。 
同じ基準により同じ農薬を皆が使うということは、

生物多様性を劣化させます。同じ農薬を皆が使う

と同じ生きものが減ってきます。以前だと個別に生

産者が主体性をもって栽培しているので、各自が

違う農薬を使うことによって、多様な生きものが地

域で保持されてきた。そういうことなどの議論はまだ

まだ足りない。本当に生物多様性を考えるならば

特定の農薬を広く地域で撒くということは止める必

要があると思います。そういうことまで考えた議論は

生産者も流通側もやっていく必要がある。生きもの

調査をしていて今そういうことを感じています。 
一方、旧田尻町は約 7 割の生産者がエコファー

マーで、環境に優しい農業を地域ぐるみでやって

いますが、５年ほど前から土壌微生物の活性化指

数の調査をやってみますと、他所に比べて慣行水

田でも土壌微生物が多くなっている。ということは

地域ぐるみで環境保全の取組をすることにより、地

域全体の微生物多様性が豊かに保持されるという

ことです。そういう意味では地域ぐるみやることが国

土保全、環境保全に大きく貢献することになるとい

うことです。 
そいう視点から言えば、小原さんが言われたよう

にあらゆる環境保全を支援する制度を利用するこ

とが大事です。私達も「農地・水・環境保全対策」が

できた初年度からお世話になっていますし、環境

直接支払いをグループでやっている所もあるし、そ

うでない所は営農センターが常時お世話し組織化

して 100 名前後の方が環境支払を受けています。

そういう形で地域の農業を守っていくことが必要か

なと思っています。 

及川  担い手不足や地域に人手がないという

問題は農林水産省のみならず総務省も含めて頭

を痛めている悩みです。いずれにせよ、いろいろな

施策を行っていますが、もう一度地域のコミュニテ

ィでどこまで対応できるかを考える必要があるでし

ょう。その中に若手をどう引っ張ってくるか、生み出

すかということになるし、そのためには一定の所得

がないといけないので、悪循環を好循環に替えて

いかくしかないと思います。 
その上で、先ほどの生協との取引も無理はでき

ないということを分かった上でですが、消費者という

言葉で一番悩ましいのは、よく生産者は顔が見え

ると言いますが、意外と消費者の顔が生産者から

見えないということです。農業者との座談会の際に

は、何人以上の方々が何円で、自分の米もしくは

野菜を買ってくれたらどれほどの収益になるのかを

イメージしながら顧客を大事にした経営を考えてみ

たらどうでしょうかという話をしています。  
私は 3 月まで香川県にいましたが、香川県では

米の 4 割強を地域や縁故米として近所で売ってし

まい、6 割弱をＪＡに出荷しています。地域の方が

固定客になっています。混住化が進んでいるが故

にできる業かと思いますが、顧客というものの考え

方の１つの例になると思います。その上で、今取引

している所以外で自分達の商品の価値を理解させ

る活動によりどうやってマーケットを作っていくのか

ということを考えていって頂きたいと率直に思って

います。 
会場からの質問 ヨーロッパの中山間地の場合

は、農業から得られる収入と生物多様性など多面

的機能からの直接支払によって農業が成り立って

いる。今日紹介があった中山間地ではもっと支払

額が多くてもよい筈なのにそうなっていないのはシ

ステムの問題だと思う。私達が何度も調査していて

感じていることは風致の部分が足らない。いわゆる

ランドスケープのことを見ていない。田んぼの近く

にため池があったり、森があったり、畦が多くあった

りしたら、例えばかえるが沢山いる。かえるの指標と

か、魚の指標とか、水生昆虫などはランドスケープ
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にすごく依存している。そういう評価の全体像の把

握の仕方が不十分であり、カテゴリーが偏ってい

る。     
また、土作りの指標がない。イトミミズがどれだけ

いるとか、カイエビがいるとか、これがいれば土づく

りができているというように、生物性の評価にはバラ

ンスをみることも必要です。評価の指標をヨーロッ

パのように全体が見えるようにしてほしい。   
座長 農林水産省の考え方はどうでしょうか。 
及川 農林水産省の生き物調査は農業環境研

究所が作成したマニュアルに基づいています。話

題提供の中で昨年初めてやった試行調査の結果

を説明しましたが、調査点数が少ないとか分析の

やり方は不十分な点もあります。 
最終的にはこの評価によって国民にも理解して

もらうことが必要です。試行調査の結果はまだ不確

かかもしれないが、第三者委員会の人にも理解し

て頂きけるものが必要です。先ほど頂いた視点は

忘れてはいけないし、さらなる検討はしていきたい

と思います。 
座長 今の話を聞いて、ヨーロッパでも規模拡大

があまり進んでいないイタリアで非常に小規模な農

業経営体でも特別支払で保護されているのを思い

出しましたが、そこでは国民から認められ税金の投

入に合意を得られている国民意識のようなものを

感じました。日本でも国民の意識を高めていかな

いといけないし、そのためにはエコファーマーネット

ワークの環境保全型農業に取り組んでいる人達が

もっと存在感を高めていって国民に知ってもらうこ

とも必要ですし、行政の方でも根拠を示しながら声

を高めていかないといけないわけですが、数字で

示す必要があるので苦労されていると思います。 
もう１つは消費者との関係で、実需者の組織が

巨大化している一方で、生産者の方が特定できる

状態なので、要求はどちらに強くくるかというと生産

者に対して強くなっている。昔は消費者は少数で

組織されていて、それと生産者との間の取組でし

たから両方の顔が見えていた。しかし今は消費者

がマスになって誰か分からない不特定多数になる

と、消費者の方はよく言われる匿名性に対し、生産

者の方は特定されている状態になっていると思い

ます。特に例えば私も関係していたパルシステム

の組織は、元から比べればものすごく巨大化した。

個々の生協が個別にやっていたのが連合体にな

って消費者の方がマス化して消費者の顔が見えな

くなった。そいう中では問題も起きやすいと思いま

す。改めてやるなら、生協の側では消費者をきち

んと組織するということが大事だし、みやぎ生協の

場合でも交流はあるが、単なるお客さん型交流で

はなくて本格的に生産者の暮らしを見、自分達の

暮らしを見せるようにしていかないといけないと思

います。 
会場からの質問 微生物資材を扱っている会社

の者ですが、今安心・安全で美味しい農産物生産

に非常に役立つ資材が開発されており、土づくり

や病気対策にも役だっています。ＪＡＳの認定者は

現在非常に手数が掛かって大変苦労しているが、

有用な微生物資材も利用した日本独自のＪＡＳの

基準を導入できないか。 
会場からの質問 地元の農業者です。水田農

業再編の関連で加工用米の話がありました。自分

でも多少加工をやっていますが、実需者をどう捜し

ていくかが至難の業です。加工業者が直接生産者

と結びついている所もありますが、やはり実需者を

見つけ販売先を探すのは大変です。どうしていっ

たらよいかお聞きしたい。 
座長 基準の問題ですが、オリパラでは GAP 取

得農産物が対象になるという話です。一方、ＪＡＳの

仕組み、手続きは煩雑なため、生産者の中には事

実上有機栽培をしていてもＪＡＳを取らず２者認証

でやっている所もある。不特定多数の市場流通の

場合には第３者認証が必要になります。この辺のこ

とについてコメントなどがあればお話し下さい。 
及川 東京オリパラに関しましては、ドイツの民

間認証である GLOＢALＧAP と日本 GAP 協会が

出している認証スキームである JGAPAdvans、ま

た JGAPbasic という認証スキームについてもおそ

らく調達の対象になると思います。また、これでは
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金が掛かりすぎるということもありますし、農産物の

安定供給ができるのかという指摘もあったので、日

本の組織委員会が決めたルールの中に、都道府

県等公的機関がつくった GAP に農水省が GAP
の共通基盤に関するガイドラインに準拠しているか

を確認した上で第三者が確認する形のスキームも

あり、経費の点でも安く、輸入品ばかりにならない

ように配慮しています。 
 また、JAS についても、今般法改正があり多様な

形で、また県の方から提案できるようなスキームも

認めるようにしています。信頼性の高い流通の中

では第三者認証も必要とされる場面もあるので、そ

ういうものをうまく使って頂けるようにしたいと思いま

す。 
座長 加工米については私が考えていることで

すが、需要に応じた生産で一番いいのは自分で需

要を作ってしまうことです。その意味で自分で加工

するというのは 1 つの手段です。但しそこから先の

需要も必要です。で一つ考えたら良いのは、それ

こそ JA の役割ではないかと思っています。この地

域では８農協合併の協議が進んでいますが、営農

構想も立てる必要があります。合併の是非はともか

く今後の経営を考えていくという中で、生産者の側

からも声を出していったらいいと思います。米の流

通再編に関連して主食用米でそのまま出すのもあ

れば、精米して出すものもあれば、飼料米とした出

すものもあれば、加工用米を加工して出すものもあ

るわけです。加工品でも東北独自のコンセプトをも

ったＪＡ独自の加工品を考えて全国に流通してい

けばいいのではと思います。生産者毎にリスクを負

っていくのは大変なので、それこそ JA の役割では

ないかと私は考えています。 
 パネルディスカションでは、もう一つのテーマとし

て米消費の変化にどう対応していくかについても

検討したかったのですが、時間がなくなってしまっ

たことや、これに関連したことも一部ありましたので、

最後に会場から質問のあったことも踏まえ、各パネ

ラーから２，３分以内でご意見等を頂きたい。 
高橋 今後産直をさらに拡大することの取組を

進めています。現在魚や肉も含めて 62 億円程度

ですが、2020 年には 80 億円へ、その先 100 億円

を目指しています。それをどう進めていくかですが、

マーケットインという形でと思っています。今までは

米も野菜も生産者が生産したものを生協で扱うとい

う取組が中心でした。今年は野菜での取組ですが、

生協の方からこういうものを、こういう時期に作れる

人がいませんかと各産地に提示し、生産者を募り

ながら、品目や数量を増やす取組を始めています。

予期したようにいかないものもありますが、私どもも

生産現場の方でも勉強しながら、どうしたらメンバ

ー（組合員）に支持される商品作りができるかを研

究して、宮城県内の農産物の供給拡大ができるよ

うにしていきたいと思います。  
小原 私達の所は 50 年前に都会に米を送るた

めに山を削って開田した地域であり、米が要らなく

なったからといって米づくりを止めるわけにはいか

ない。生産者は高齢化しても米づくりはできますが、

地域には地域の良さや、環境のすばらしさ、生産

者のすばらしさがあるので、それを発信するのが水

稲部会の役割だと思っています。私達は個人個人

一人ではこの地域で農業や米づくりを続けることも

できませんので、地域一体となって地域の特長や

安心・安全性をもっとコマーシャルしてもっと理解

者を増やすことが必要だと思います。食べ物が美

味しかったといという声が出てきていますので、そ

の声を励みにこれからも地域の特長である資源循

環型の農業を続けていきたいと思っています。 
佐々木 ２年ほど前に農林水産省技術会議の三

輪会長に、「農薬が有害だと言われ有機農業が発

展してきて環境保全への取組が進んだが、もう1つ

の面として農薬メーカーに自然や安全性や環境に

負荷を与えない農薬を開発させるための影響力を

与えたのも貴方たちのような方がいたからではなか」

言われました。できるだけ環境負荷を与えない農

薬の開発が進んだという意味では、環境保全型農

業は国土や食の安全に貢献してきたと言えると思

います。 
私は日本の食料自給率が低い状態で、まだ作
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物の作れる条件のある農地がまだあるのであれば、

稲作に依存するのではなく、園芸なりも含めた営農

への刷新を図っていく必要があると思っています。

稲作のコストを下げることは可能ですが、米価が良

くなる可能性はなく、鮮度が尊ばれる野菜など園

芸に目を向けていくという視点も大事です。また野

菜などの場合は高齢者や女性の労働者を活かせ

るという面もあり、そういう労働力も生かせる農業経

営なりとい仕組み作りも大事です。 
また、若い人達でなかなか仕事につけない人達

への支援もここ何年かしてきましたが、農業は心癒

される機能があり、皆んなで一緒に頑張ることによ

って農業で働く意欲を持ってから他の職業に就い

ていくこともできるので、そういう農業の持っている

機能を生かすことによって、地域が活かされたり農

業経営が維持できるなど様々な視点から考えてい

く必要があると思っています。 
もう 1 つ、農協合併が具体化するといろいろな問

題が出てくるかもしれませんが、力を持つことによ

って、食と農の係わりから協同運動をどう作ってい

くということもこの地域に課せられた任務だと思って

います。冬木先生から提案があった発想のように

大きな取組ができなくても、地域の加工業者などと

結びついた小さな流通などまだまだできると思い

すので、それは新しい考え方として知恵を頂いたも

のと思っています。 
70 歳になって、あと 10 年ほどは現役で頑張って

いきたいと思っていますが、今まで 40 年間農業に

携わって作ってきた技術を若い世代に伝え、若い

人達にさらに一層高い環境保全型農業を目指して

頂きたいというのが今私が考えていることです。 
及川 農林水産省としては、持続性というものを

いろいろな観点で農業者、消費者等多くの関係者

と議論して持続性とは何かを追求していく必要があ

ると思っています。 
昔私が持続農業法の立ち上げに携わった時は、

農薬を減らす、化学肥料を減らす、さらに土づくり

概念を何とか入れることができました。 

また、持続可能性実現に向けた国際的な開発

目標の中には、食品安全とか環境保全の持続性

のみならず、労働安全とか生物多様性、人権保護

などいろいろなファクタ―が入っています。 
おそらくいろいろな要因がある中で、我々として

は環境保全を通じて、皆さんの生活が持続的であ

ること、農業が安定すること、最終的には国民全体

に対する食料供給の安定を追求していく必要があ

ると自覚しています。 
今後いろいろな機会を通じてこの持続性というこ

とを我が国農業・農政の中に位置づけていきたい

と思っていますので、引き続き忌憚のないご意見、

ご助言を頂きたいと思います。 
座長 まとめにはなりませんが、感想めいたお話

しでパネルディスカションを終わりにします。 
ちょっと手前味噌で恐縮ですが、20 年ほど前に

東北大学で日本環境学会のシンポジュームがあり、

パネラーで私と佐々木陽悦さんも一緒に出たのを

ふと思い出しました。考えてみると随分長いこと持

続的に取り組んでいたのだなと思いました。 
先ほど持続性というお話がありましたが、環境も

農業もやはり持続性ということだと思います。農業

生産って皆さんに言うのは釈迦に説法ですが、私

は学生に「農業と工業の違いは何か」を話す時に、

農業は生物ですから次の代も次の代もずっと続い

ていくことが最大の違いではというようなことを話し

ていますが、そういう意味で農業は持続性というの

がキーワードだなと思っていました。 
その上で政策について先ほどパネラーにお尋

ねした時に、政策の大転換であっても環境保全型

農業自体はそんなに変わらないと言われたのは、

政策の方は比較的短期に変わるけれども、環境保

全型農業それ自体は持続的なものなので、影響は

受けたとしてもちょっとやそっとではゆるぎないもの

で変わらないのだなと感じさせて頂きました。  
皆様のご協力に感謝してパネルディスカションを

終わります。  
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 会員だより（正会員）     

 

キャベツ専作経営安定のため加工用の契約生産を推進 

JA 愛知みなみ常春部会てつコン倶楽部代表 富田 信也 

         全国エコファーマーネットワーク幹事 

 

 
 

私は平成18年から22年まで、JA愛知みなみの

キャベツの生産流通組織である常春部会の部長と

して、生産流通体制の整備や栽培技術の確立に

努めてきたほか、隣接するＪＡ豊橋キャベツ部会を

始めとする県内他産地との協調配荷の実現に努

め、また加工用キャベツの契約生産に手をつけま

した。その後も顧問の立場で組織活動に携わって

います。また、平成18年に内部組織として「てつコ

ン倶楽部研究会」を立ち上げ、現在もその代表と

して多様化する消費者ニーズに対応するため、全

国に先駆けてパレテーナ出荷（後述）による業務

用キャベツの契約生産を導入し、収穫・出荷作業

の省力化と長期間（11 月～6 月）の安定供給に努

めています。 

本稿では、最初に JA 愛知みなみ常春部会の紹

介を、次に私のキャベツ専作経営の状況を紹介し、

次いで常春部会の安心・安全に向けての主要な

取組内容を紹介したあと、現在私が力を入れて取

り組んでいる加工用キャベツの契約栽培について

紹介します。 

 

１．キャベツ部会“常春部会”の誕生と現況 

平成 13 年 4 月１日の農協合併で、JA 愛知みな

みが誕生したのをきっかけに、旧 JA 愛知渥美町

の伊良湖キャベツ出荷連合と、旧 JA 田原町の田

原キャベツ部会が合併し、新しいキャベツ部会“常

春部会”が平成 14 年 10 月に設立されました。“常

春”の由来は、愛知県の渥美半島が１年を通して

温暖な気候であり“常春半島”とも呼ばれているた

めです。寒さの厳しい地域ではキャベツが凍って

傷むので、厳寒期に新鮮なキャベツを供給できる

のは、温暖な地域に限られます。常春部会は渥美

半島の温暖な気候を最大限に活かし、以前は冬

キャベツの大産地でしたが、今では 10 月中旬～6

月下旬の 8 ヵ月間にわたり、全国に向けて出荷し

ています。 

常春部会は地域別に８支部を置く組織構成に

なっており、また栽培部、検査部、販売部という 3

つの機能別専門部が設置されています。栽培部

は JA 営農指導課や県普及指導センターの協力を

得ながら、品種選定や栽培技術の改善に取り組ん

でいます。安全・安心確保に関する業務や環境保

全型農業の推進も栽培部の重要な役割です。検

査部は定期的な抜き取り検査、市場から報告され

たクレームへの迅速な対応及び再発防止対策な

ど、品質の維持･向上に関する活動を行っていま

す。販売部は JA 青果販売課や愛知県経済連と連

携し市場情報の収集や顧客の要望に応じた販売

対策の企画･立案を担当しています。  

平成 16 年度には、常春部会の部会員全員がエ

コファーマーの認定を受け、産地をあげて環境に

配慮したキャベツ生産に取り組んでいます。平成

18 年度には部会をあげて認定農業者の増加に取

り組み、多数の部会員が認定を受けました。また、

平成 18 年 5 月から施行された食品衛生法のポジ

ティブリスト制度に対応する農薬飛散防止対策とし

て、収穫2週間前の圃場に黄色い旗を立てる黄色

い旗運動を始め、収穫期を迎えたキャベツに農薬

がかからない対策をとっています。さらに、平成 21

年度からは農業生産工程管理（GAP）による生産
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履歴管理を開始しました。これらのことが評価され

平成 22 年度には「日本農業賞」、平成 23 年度に

は「内閣総理大臣賞」を受けました。 

渥美半島は、昔はしばしば干害を受けキャベツ

栽培には向かない所でした。しかし、昭和 43 年に

は豊川用水の完成により地域全体の畑地潅漑が

可能になりました。野菜では当初ダイコンやハクサ

イの栽培が多かったのですが、その後食の洋風化

に伴いキャベツ栽培が飛躍的に増えました。今で

は渥美半島全体でのキャベツの出荷量は日本一

です。 

平成 28 年度には、“常春部会”のキャベツの栽

培者は 406 名、栽培面積約 800ha、年間出荷量は

約 500 万ケースで、出荷額は約 50 億円の全国有

数のキャベツ産地です。キャベツは大きく分けて

冬系キャベツ（約 6 割）と春系キャベツ（約 4 割）に

区分されます。冬系キャベツは加熱する料理に適

し、煮崩れせず加熱により甘みが増し、風味が出

るのが特徴です。春系キャベツは柔らかく生食に

向いています。 

また、部会内には、こだわりキャベツを栽培して

いるメンバーによる研究会として、てつコン倶楽部

研究会、ペイズリーキャベツ研究会、サラダっ子キ

ャベツ研究会、特別栽培研究会、太陽キャベツ研

究会があり、通常のキャベツのほか特長を持った

商品の開発・出荷も行っています（表１）。 

 

表１ 常春部会の生食用キャベツの商品構成 

 

 

２．多品目生産からキャベツ専作経営へ 

私の住む田原市は花き、野菜、畜産とも盛んな

地域で、農業産出額は日本一（平成27年には820

億円）の地域です。私は農業高校卒業後､昭和 46

年に野菜農家の後継者として就農し、露地でキャ

ベツ、ダイコンを、ビニールハウスでスイカ、メロン

を栽培していました。しかし、多品目野菜の生産で

は、作目ごとに作付体型が異なるため手間がかか

り、資材の種類が多く経費がかかることが分かって

きました。 

そこで平成13 年にキャベツ専作経営にしました

（現時点では部会員の約 1 割が専作農家）。自動

移植機などの導入により省力化が可能になり、資

材の統一により低コスト化を図ることができ、キャベ

ツの栽培面積拡大が可能になりました。現在では

経営する畑地面積 5.5ha において、秋冬作      

5.5ha、春夏作 2.5ha の計８ha(部会員平均では約

2ha)を妻と 2 人で栽培しています。うち、加工用の

契約栽培面積は秋冬作 3.5ha、春夏作 2.5ha と加

工用のウエイトを非常に大きくしています。品種も

冬系 （寒玉）、春系（サワー系）、初夏どり用を合

わせて約 10 品種を使い分け、11 月中旬から６ 月

下旬まで出荷する作付体系を組んでいます。現在

の平均的な単量は、生食用で約６ｔ/10a、加工用

で７～９ｔ/10a です。 

 

写真１ 妻と一緒にキャベツ専作経営に従事 

「キャベツ」：冬系キャベツ。やや扁平な玉になり、通称“寒王” と呼ばれる用途の広い品種群。 
「常春」  ：春系もしくはサワー系と呼ばれる品種群。甲高な形となり、柔らかくて生食に向く。 
「本春（とんばる）」：４月どりの春キャベツ。巻きが緩く柔らかいことが特徴。 
「サラダっ子」：糖度が高く食味が良い高付加価値商品。 
「ベイズリー」：円錐形の特徴ある形状で、糖度が高い高付加価値商品。 
「新キャベツ」：５～６月に収穫する初夏どりキャベツ。 
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私は、平成 18 年までは生食用中心に規模拡大

を進めていましたが、その年価格が暴落し経営に

大打撃を受けました。これにより価格動向に左右さ

れる不安定な経営から脱却する必要性を強く感じ

ました。元々取引市場では需要が高い加工用キャ

ベツの出荷が要請されていましたし、契約取引で

ある加工用は価格が安定しています。加工用の価

格水準は平均的に見て通常の生食用出荷の２／

３程度と低いことがネックですが、 このとき目を付

けたのが加工用タマネギなどで先行事例があるパ

レテーナ出荷でした。パテレーナ出荷とは、圃場

で収穫したキャベツをパレットと鉄製大型コンテナ

を合体化させたパレテーナ（350kg 程度のキャベ

ツが入るパレットとコンテナが一体となった鉄製コ

ンテナ：てつコン倶楽部の名称はこれに由来する） 

に直接入れ、そのまま出荷する方法です（写真２）。
 

 

 

    写真２ 圃場にパレテーナを持ち込み、そのままトラックに積んで出荷 

当時は、機械化により規模拡大は進んでも、収

穫・調製作業がネックになっていました。通常の出

荷の場合には、収穫したキャベツをダンボール詰

め（生食用は 10 ㎏入り箱、加工用は 15 ㎏入り）す

るのにかなり時間がかかり、 またダンボール箱の

費用もかかります。パレテーナ出荷は通常の出荷

に比べ、収穫・出荷にかかる作業時間が 5 割削減

でき、ダンボール箱が不要なため、生産費は 10a

当たり約５万円低減できます。このことから 、４．で

紹介するパレテーナ集荷農家のグループ“てつコ

ン倶楽部” を結成し、加工用キャベツの契約生産

を本格化させました。 

 

３．“常春部会”の安心・安全への取組 

常春部会では安心・安全はもとより、省力化、低

コスト化の視点から色々な技術の開発・導入を行

い、環境保全型農業技術の普及・定着に取り組ん

できました。以下に常春部会員の多くが取り組ん

でいる主な環境保全型農業推進のための技術・

取組の概要を紹介しておきます。 

①土壌診断に基づく施肥改善 

田原市は畜産が盛んな地域で、以前からキャベ

ツなどの栽培に畜糞堆肥を使っていましたが、常

春部会は堆肥成分の有効活用から始めました。当

時、キャベツ畑の土壌診断データをみると､有効態

リン酸値が非常に高く、また、カルシウムやカリも

投入する必要がない程蓄積していることが分かり

ました。そのため、堆肥を投入した圃場ではリン酸、

カリ成分を削減した「エコベジタ」という肥料や緩効

性の L 型肥料による栽培を推進しました。この結

果、窒素の施肥量削減による環境負荷軽減だけ

でなく、肥料費の大幅節減を図ることができました。

また、堆肥等の成分を活用した合理的な施肥のた

めには良質で安定的な堆肥の供給が必要不可欠

なため、JA 堆肥センターによる高品質堆肥の生産

体制が整えられました。 

②畝内部分施肥技術の導入 

通常の施肥法は全面全層施肥で、全面に肥料

を撒きロータリーで攪拌しながら畝立てをするのに

対し、私達が導入した「畝内部分施肥法」は、およ
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そ 60 ㎝の畝の中で、横が 20 ㎝、深さ 25 ㎝くらい

の部分に肥料を集中して撒く技術で、施肥作業と

畝立て作業を同時に行う点で著しい省力化効果

があります（図 1）。この技術は、肥料を無駄なく使

うため畝の一部に肥料を導入する新技術として常

春部会が JA や県と一緒に実証試験を実施し、21

年度以降普及した技術です。 

図１ 畝内部分施肥技術 

 

このためのアタッチメントにはホッパーが 3 つ付

いており、根こぶ剤を投入するホッパーと両脇の２

つの肥料を投ずるホッパーからの施用と同時に、

ロータリー耕耘と施肥と畝立を一度に 3 つの仕事

ができる画期的な作業機です（写真３）。畝内部分

施肥の場合には 30％減区でも 50％減区でも 1 カ

月後の成長では殆ど差がなく、キャベツの球重で

も元肥を 3 割削減しても、慣行栽培と同等の大きさ

まで成長することが県の協力を得て行った実証試

験の結果から分かりました。緩効性の L 型肥料と

畝内部分施肥を組み合わせた場合、施肥量削減

による環境負荷低減に加え、10a 当たり約 1 万 5

千円のコスト削減が可能であると試算されていま

す。さらに、通常は全面散布する土壌処理農薬、

例えば根こぶ剤は肥料の場合と同様、筋状に投

入するため使用量を 30％～50％削減できます。 

写真３ 畝部分施肥装置による畝立て同時施肥
作業機械 

③緑肥作物の導入 

常春部会では、堆肥利用に加え緑肥作物の導

入も推進しました。これは土壌の物理性改善、夏

場の雑草抑制や土壌肥料成分の流出防止、有機

物の増加、連作障害の抑制等のメリットがあり、先

進的な農家に導入されています（写真４）。 

 写真４ 土づくりのためのソルゴー栽培と 

鋤込み作業の状況 

 

④化学合成農薬の低減 

常春部会の産地ではフェロモントラップを使い、

ハスモンヨトウなどのチョウ目害虫の発生予察を行

っています。これはキャベツ畑にフェロモントラッ

プを仕掛け、オスの成チョウを雌のフェロモンで誘

引して捕殺するものですが、これにより次世代の

ハスモンヨトウの発生が減り農薬の使用量を減ら

すことができます（写真５）。また、捕獲される数を

定期的に調べ、急激に増え始めると農家に注意を

促して、的確なタイミングによる防除を行うことで、

必要最小限の農薬使用により、効果的に害虫を防

除することが可能になりました。 

 

写真５ フェロモントラップによる誘引・補 
殺及び発生予察 

 

ほかに、一部の農家では、育苗圃場に黄色ラン

プを設置し、ヤガ類の飛び込みを防いでいます。

なお、生物農薬（ＢＴ剤）によるチョウ目幼虫の防
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除は、常春部会の殆どの部会員が活用していま

す。 

⑤生産履歴の記録・管理と農薬残留分析の実施 

安全・安心な農作物の供給を目指し JA グルー

プ愛知が平成 18 年に導入した生産履歴管理シス

テムを活用し、部会員全員が生産履歴を記録して

います（図 2）。これは OCR 読込み方式の生産履

歴記入シートに全員が記帳し、JA のコンピュータ

に入れ、データベース化し、生産履歴を提出した

者の農産物のみが出荷できるシステムにしていま

す。また、出荷物の安全性を確認するため、定期

的に出荷されたキャベツを抜き取って農薬の残留

を分析しています。 

 

図２ 生産履歴管理システムの運用 

（各農家が生産履歴を記帳しＪＡがチェック 

することで適正に農薬を使用） 

 

４．力を入れている加工用キャベツの契約生産 

私は平成 17 年から仲間 3 人とともに、収穫・調

製作業の大幅な省力化が可能なパレテーナ出荷

による加工用キャベツ生産を試験的に行い、生産

体系及び出荷先の目処を立てました。しかし、本

格実施にはまとまった出荷量が必要なため、加工

用キャベツに意欲を示してくれそうな部会員に粘り

強く勧誘を行い、平成 18 年にその出荷組織として

常春部会の内部組織として「てつコン倶楽部」を設

立し、その代表としてキャベツ需要の半分を占め

るという加工用キャベツの生産拡大に努めていま

す。 

組織結成当初には多くの課題がありました。加

工用キャベツで収益を上げるには一斉収穫と収量

を高めることが大事なため、関係機関の協力を得

て、最適な定植株間、加工用に向く品種選択、適

期収穫などの圃場試験を行い、栽培技術の確立

に力を入れました。県指導機関の試算では、パレ

テーナ出荷により収穫・調製・出荷作業のうち調製

作業が大幅に短縮され、収穫から出荷までに要す

る作業時間は通常の生食用栽培の約半分の25時

間/10a に短縮できるとのことでした。また、通常の

栽培方法より粗植にして（株間は地域の慣行であ

る 24～27 ㎝でなく 30 ㎝にする）、施肥量も２、３割

程度は増やし生育期間も延ばすことにより、収穫

率の向上や１玉当たり重量も増えますので、通常

の生食用出荷と遜色ない面積当たり所得を確保

できることが分かりました。ちなみに、生食用は 10

㎏入り箱に 8 個を入れますが、加工用は 1 玉 3 ㎏

が目標です。 

県指導機関が以上の結果を用い、作付面積の

３分の１を鉄コン出荷専用栽培とする仮定で試算

した結果、同じ労働時間で作付面積、所得ともに

約 10％増やせる とのことでした。 

これらの取組により「てつコン倶楽部」での加工

用キャベツの出荷量は、平成 28 年度には１６戸で

約 3,500ｔ、栽培面積ベースでは約 50ha 相当にな

っています。 

加工用キャベツの取引は、9 割以上を経済連を

通じて首都圏４社、関西 1 社の卸売者に対し出荷

しています。冬期には低温などの気象変動から契

約数量が確保できないこともあるため、その時に

は取引先からの信用を損なわないよう市場出荷用

を回すなどの苦労もあります。 

「てつコン倶楽部」の動きに刺激され、ＪＡ豊橋キ

ャベツ部会（豊橋市）にも平成 20 年に鉄コン出荷

を目的とした内部組織「てつコン倶楽部」が設立さ

れ、両組織とも志を同じくするためお互いに情報

交換や相互研鑽を行っています。両倶楽部では、

出荷数量の調整・管理のため、月１回程度全体会

を開催し安定出荷に努めています。 

キャベツは価格変動が大きい作物ですが、今後

キャベツ専作化や契約加工栽培の面積を増やす

動きも出てくるとみています。 

  

 

生産者 ＪＡ 市場 消費者 

チェック チェック 



22 
 

 お知らせ     

 
全会員へのアンケート調査及び農林水産省 
「消費者の部屋」での特別展示等について 

 
 7 月に宮城県大崎市で開催しました「エコファーマー全国交流会」の際、ネットワーク幹事会を開催し、

当面の活動などについて検討を行いました。3 月 14 日開催の幹事会において検討した 29 年度の活動

方針などは、既に「エコファーマーネットワーク通信№31」の 20 ページに掲載した通りですが、そのうち具

体化しつつある内容等についてお知らせします。 

 

１． 全会員を対象にしたアンケート調査 

ネットワーク発足後初めてですが、全会員を対象

に、本通信送付時に同封する形で、「今後のネットワ

ーク活動の充実に関するアンケート」を行いますの

でご協力願います。 

内容は大きく 3 点に絞っています。①ネットワー 

クの活動の重点、②エコファーマー全国交流会に対

する意向等、③新たに開催する特定技術等講習の

ための研究会、講習会の開催等です。   

会員各位の率直な意見・要望を知り、今後の活 

動に活かしていきますのでご協力下さい。 

 

２． 農林水産省「消費者の部屋」で開催する 

特別展示への参加・協力 

幹事会では、この特別展示に参加・協力すること、

賛助会員の展示も続けること、出展者の農産物等の

販路拡大及び展示品等の輸送経費に当てる試販等

を拡大する方針を確認しました。 

その後、同展示の主催者である農林水産省農業

環境対課より、開催日が 11 月 27 日（月）正午から 12

月 1 日（金）午後 1 時の間に決まったこと、テーマは

昨年度の「環境にやさしいエコファーマーの活動」か

ら「持続可能な農業」に変更し、エコファーマーの活

動だけでなく、有機農業やGAPに関する展示も一緒

に行うことになった旨連絡がありました。 

このことについて幹事と調整した結果、前記方針

により、展示ポスターを半減し、展示場所を１カ所に

集約して特別展示に参加・協力することにしました

（展示スペースは前年の約１/２に縮減する）。 

この方針のもと、本通信送付の際にもう 1 つのアン

ケートとして、「農林水産省消費者の部屋での特別

展示『持続可能な農業』展への出展意向アンケート」

を同封し、全会員の出展意向を調査しますのでご協

力願います。この結果を踏まえ、10 月末までに出展

者と細部の調整をさせて頂きます。会員の皆様も都

合がつけば展示会へお出かけ下さい。 

 

３． シンボルマークの商標登録更新と活用 

全国エコファーマーネットワークのシンボルマー 

クは、平成２４年９月１４日の商標登録取得後５年が

経過しました。商標権者である（一財）日本土壌協会

にお願いして、引き続きこのマークが使えるように、５

年間延長の手続きをして頂きましたので、お知らせし

ます。 

 このシンボルマーク（商標登録番号：第５５２１２４８

号）は、一定の手続きは必要ですが（ホームページ

（www.eco-farmer.net）参照）、販売農産物、ポスター、

チラシ、ワッペン、名刺などにも使用可能ですので、

会員の方はご活用下さい。印刷の際に使う原盤は、

事務局から CD により提供致しますし、引く続き無料

で使用できますのでご活用下さい。 

 

４．３０年度全国交流会の開催場所 

３０年度の開催場所については、東京都で行う方

針で検討することになりました。別途同封したアンケ

ート票１の中でも、今後の全国交流会でのテーマ・内

容等や東京での全国交流会の持ち方等についてご

意見等を求めているところです。 


